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家庭科の男女共修を促進させるための一要因分析（第2報）

　　　　　　一一一一大学生の生活実･態と意識一一一一
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［目的］このたびの家庭科男女共修を推進するためには．教育現場の環境・条件をととの

えることのみでなく．人々が現在どのような生活をし、そして、どのような生活意識をもー

ているかを把握しておくことも必要であろう．本研究では．調査対象を教育学部の学生に

しぼったが、それはこの分析結果から．現代の若者の一動向を把握できるというのみでな

く、彼らが教師予備軍として位置づけられるゆえ、将来の教師の意識についても．その傾

向の一端を把握できると考えたからである．内容的には．彼らが現在どのような生活をし、

今後に対してどのような生活像をもっているかを、とくに結婚・家族と職業生活との関連

性に焦点をおいて分析する．この調査結果を検討することによって、家庭科教育の今後に

関して、具体的な対応策を提起する一助にしたい．

　［方法3　1983年7-9月にＨ大学の３・４回生を対象としてアンケート調査を集合法で

実施した．具体的には、各教室でアンケート用紙を配布して．その場で記入してもらい回

収し, 287票を有効票として分析した．

　［結果］対象者の性別は．女性6 9. 7 % ,男性3 0. 3 % ,卒業後に学校教師を希望している者

は60. 3%である．今後の職業を選択する上で重視しているのは、第１に「自分の能力が

生かせること」．第２は「収入」である. 57バ％の学生は将来共働きを希望している．し

実際の生活像では、33バ％は職業継続型- 41バ％はＭ字型就労を予想している．しかし、

仕事と家庭との両立のむずかしさや．家事育児の負担、そして自由時間がなく、仕事以外

のことができない点を．今後の生活上の阻害要因になると考えている．

長崎県における技術・家庭科ｒ新学習指導要領j に対する家庭科教師の意識調査

　　　　　　　　　　　　　　　長崎女子短大　　　　　脇　山　順　子

目的　中学校における新学習指導要領は平成５年4 月1 日より施行される。現在，移行措置期間であるか

　　　完全実施に向けてどのような取り組みへの姿勢を示しているのかを調査し，男女共学の家庭科を究

　　　明する。

方法く調査対象）　　　　長崎県内国公立全中学校の技術・家庭科家庭系列教師

　　　（m査時期と方法）　平成元年９月　　郵送法によるアンケート調査

　　　（回収率）　　　　　配布校　2 0 4校　　　　回収校　1 3 7校　　　　回収率　6 7 %

結果　①　授業内容については, 1学年：木材加工　家庭生活　２学年：電気　食物　３学年：情報基礎

　　　　被服　保育　の７領域以上を履修させたいというのが5 S %である。

　　　②　この準備期間中のなすべき事柄については，内容や教材の洗い直しをして小・中・高の一貫性

　　　　を図りたいというのか5 9 ％である。又，男女共修の実践例等を参観し，学習して実力をつけた

　　　　いというのが5 8 %である。

　　　③　情報基礎を実施するための教育条件の整備については，校内のコンピュ'―タ設置数が1 台以上

　　　　というのi± 3 I %である。操作か出来るという家庭科教師は4 %であるか，研修会等に積極的に

　　　　参加したいというのは6 1 %である。

　　　④　家庭科の授業にコンピュータを導入することについては，未来の高度情報社会への対応を考え

　　　　ると必要だというのか3 8 %であるか，現在の受験競争の中にあって，なお且つ人間性回復の手

　　　　だてを学ぶ教科だから導入の必要はないというのが2 6％である。

　　　R 「仕事は男性か中心，家事・育児は女性が中心であるべきだ」というのが3 1 %である。


